
公共建築⼯事積算について【電気】

令和７年度
技術的基準等に関する講習会（積算基準等）

⼤⾂官房⽂教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）付
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１．⼯事費内訳書の構成

２．数量①（拾い作業）

３．数量②（積算数量算出書の作成）

４．複合単価

５．市場単価・補正市場単価

６．撤去・取外し⼯事

７．共通費

解説内容
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１．⼯事費内訳書の構成
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直接⼯事費

共通仮設費
【積上げ】⼜は
【〔直接⼯事費×共通仮設費率〕＋〔積上げ〕】

純⼯事費

現場管理費

⼯事原価

⼀般管理費等

⼯事価格

消費税等相当額
共通費

⼯事費

【⼯事原価×⼀般管理費等率】
(付加利益含む) 

【数量×単価】
（下請経費含む）

【材料価格】
【複合単価】
【市場単価】
【⾒積単価】

【積上げ】⼜は
【〔純⼯事費×現場管理費率〕＋〔積上げ〕】

⼯事費の構成
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公共建築⼯事内訳書標準書式について

公共建築⼯事内訳書標準書式（設備⼯事編）（令和5年改定）より

１．⼯事費内訳書の構成
⼯事費内訳書は、直接⼯事費と共通費を加算した⼯事価格に消費税等相当額を加算
することにより、⼯事費を算出するようにまとめたものとし、以下により構成する。

(1) 種⽬別内訳書
(2) 科⽬別内訳書
(3) 中科⽬別内訳書
(4) 細⽬別内訳書

(1) 種⽬別内訳書 ・・・直接⼯事費、共通費の種⽬の⾦額、消費税等相当額を記載したもの

(2) 科⽬別内訳書 ・・・設計図書の⼯事種⽬（電灯設備、動⼒設備など）ごとに区分して記載したもの

(3) 中科⽬別内訳書・・・科⽬で区分した設備項⽬を、さらに幹線や分岐等の主要な構成で区分して
記載したもの

（⼯事内容等により区分する必要がない場合は省略しても良い）

(4) 細⽬別内訳書 ・・・設備区分内で使⽤する器具類ごとに数量、単価及び⾦額を記載したもの
（ケーブル類、ボックス類等は別紙明細書を設け、１式で記載する）
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⼯事費内訳書の構成

種⽬別内訳書

直接⼯事費
Ⅰ．Ａ研究棟
Ⅱ．Ｂ実験棟
Ⅲ．屋外
直接⼯事費 計

共通費
共通仮設費
現場管理費
⼀般管理費等

共通費 計

合計（⼯事価格）
消費税等相当額
総合計（⼯事費）

科⽬別内訳書 中科⽬別内訳書 細⽬別内訳書 （別紙明細書）

Ⅰ．Ａ研究棟
１．電灯設備
２．動⼒設備
３．受変電設備
４．⽕災報知設備

計

Ⅱ．Ｂ実験棟
１．電灯設備
２．動⼒設備
３．受変電設備
４．⽕災報知設備

計

Ⅲ．屋外
１．構内配電線路
２．構内通信線路

計

Ⅰ．Ａ研究棟
１．電灯設備
1)電灯幹線
2)電灯分岐
3)コンセント分岐

計

２．動⼒設備
1)動⼒幹線
2)動⼒分岐

計

３．受変電設備
計

４．⽕災報知設備
1)⾃動⽕災報知

計

Ⅱ．Ｂ実験棟
１．電灯設備
1)電灯幹線
2)電灯分岐
3)コンセント分岐

計
・
・
・

Ⅰ．Ａ研究棟
１．電灯設備
1)電灯幹線
電線 １式
ケーブル １式
ｹｰﾌﾞﾙﾗｯｸ １式

計

2)電灯分岐
LED照明器具 10個
分電盤 2⾯
配線器具 1式
ケーブル 1式
電線管 1式
ボックス類 1式

計

3)コンセント分岐
実験盤 3⾯
配線器具 1式
ケーブル 1式
電線管 1式
ボックス類 1式

計

２．動⼒設備
・
・
・

Ⅰ．Ａ研究棟
１．電灯設備
1)電灯幹線
電線
EM-IE8sq 25m
EM-IE14sq 50m

計

ケーブル
EM-CET22sq 25m
EM-CET60sq 50m

計

ケーブルラック
ZM-400A 25m
ZM-600B 50m

計

2)電灯分岐
配線器具
⽚切スイッチ 5個
3路スイッチ 2個

計

ケーブル
EM-EEF1.6-3C 60m
EM-EEF2.0-3C 15ｍ

計
・
・
・
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備考⾦額単位数量摘要名称

直接⼯事費

式１庁舎

式１屋外

式１テレビ電波障害防除

計

共通費

式１共通仮設費

式１現場管理費

式１⼀般管理費等

計

式１合計（⼯事価格）

式１消費税等相当額

式１総合計（⼯事費）

（種⽬別内訳）

公共建築⼯事内訳書標準書式（種⽬別内訳）

直接⼯事費の種⽬
直接⼯事費の種⽬は、設計図書の表⽰に従い
各⼯事種⽬ごとに区分する。
なお、全体⼯事のうち、⼀部分について全体⼯期
より先に完成を指定した部分（指定部分）等がある
場合は、当該部分を区分して記載する。
＊種⽬は、建物ごと、屋外もしくは特殊⼯事に区分します。

共通費の種⽬
共通仮設費、現場管理費、⼀般管理費等

種⽬別内訳書には、直接⼯事費及び共通費の
種⽬の⾦額並びに消費税等相当額を記載する。

消費税等相当額
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備考⾦額単位数量摘要名称

庁舎

式１電灯設備

式１動⼒設備

式１電気⾃動⾞⽤充電設備

式１電熱設備

式１雷保護設備

式１受変電設備

式１電⼒貯蔵設備

式１発電設備

式１構内情報通信網設備

式１構内交換設備

式１情報表⽰設備

式１映像・⾳響設備

式１拡声設備

式１誘導⽀援設備

式１テレビ共同受信設備

計

（科⽬別内訳）

公共建築⼯事内訳書標準書式（科⽬別内訳）

設計図書の⼯事種⽬等を標準として
直接⼯事費を科⽬に区分して記載する。

種⽬別内訳書で記載した種⽬ごとに記載する。

・ 誘導⽀援設備
・ テレビ共同受信設備
・ 監視カメラ設備
・ 駐⾞場管制設備
・ 防犯・⼊退室管理設

備
・ ⽕災報知設備
・ 中央監視制御設備
・ 発⽣材処理

【屋外】
・ 構内配電線路
・ 構内通信線路
・ 発⽣材処理

【建物】
・ 電灯設備
・ 動⼒設備
・ 電気⾃動⾞⽤充電設

備
・ 電熱設備
・ 雷保護設備
・ 受変電設備
・ 電⼒貯蔵設備
・ 発電設備
・ 構内情報通信網設備
・ 構内交換設備
・ 情報表⽰設備
・ 映像・⾳響設備
・ 拡声設備

公共建築⼯事内訳書標準書式の科⽬区分
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備考⾦額単位数量中科⽬名称科⽬名称

庁舎

式１電灯幹線電灯設備

式１電灯分岐

式１コンセント分岐

計

式１動⼒幹線動⼒設備

式１動⼒分岐

計

式１電気⾃動者⽤充電設備

計

式１電熱設備

計

式１雷保護設備

計

（中科⽬別内訳）

公共建築⼯事内訳書標準書式（中科⽬別内訳）

科⽬別内訳書において区分した科⽬をさらに主要な構成
に従い区分する。

科⽬別内訳書で記載した科⽬ごとに記載する。

種⽬別内訳書で記載した種⽬ごとに記載する。

【誘導⽀援設備】
・ ⾳声誘導
・ インターホン
・ トイレ等呼出

【防犯・⼊退室管理設備】
・ 防犯
・ ⼊退室管理

【⽕災報知設備】
・ ⾃動⽕災報知
・ ⾃動閉鎖
・ ⾮常警報
・ ガス漏れ⽕災警報

【構内配電線路】
・ 電⼒引込み
・ 外灯

【構内通信線路】
・ 通信引込み
・ 通信

【電灯設備】
・ 電灯幹線
・ 電灯分岐
・ コンセント分岐

【動⼒設備】
・ 動⼒幹線
・ 動⼒分岐

【電⼒貯蔵設備】
・ 直流電源
・ 交流無停電電源
・ 電⼒平準化⽤蓄電

【発電設備】
・ ⾃家発電（原動機）
・ 燃料電池発電
・ 太陽光発電
・ ⾵⼒発電

【情報表⽰設備】
・ マルチサイン
・ 出退表⽰
・ 時刻表⽰

公共建築⼯事内訳書標準書式の中科⽬区分
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公共建築⼯事内訳書標準書式（細⽬別内訳）

中科⽬別内訳書で記載した中科⽬ごとに記載する。

細⽬別内訳書は、各科⽬あるいは中科⽬に属する細⽬
ごとに記載する。

科⽬別内訳書で記載した科⽬ごとに記載する。

種⽬別内訳書で記載した各⼯事種⽬ごとに記載する。

必要に応じ別紙明細書を設け、１式で記載することがで
きる。
別紙明細書を設けた場合は、備考欄に「別紙明細」と記
載する。
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備考⾦額単価単位数量摘要名称

電灯幹線

電線

7,830870ｍ9EM-IE 22sq（管内）電線

7,830計

ケーブル

57,3306,370ｍ9EM-CET 100sq（管内）ケーブル

11,520640ｍ18EM-CEE 2sq-2C（管内）ケーブル

68,850計

電線管

11,7901,310ｍ9E30電線管

21,8702,430ｍ9E75電線管

33,660計

（別紙明細）

（参考）別紙明細書

細⽬別内訳書で数量・単位を1式としたものごとに
記載する。

1式の内訳を記載する。
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２．数量①（拾い作業）



積算数量算出書の作成⼿順
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内 容手順

設計図面をもとに配管配線、機器、盤類、器具類などの数量を記入した図面（拾い
図）を作成する。

①拾い図の作成

器具類の室名別数量書を作成する。
ケーブル、配管等の平面・立面数量書を作成する。・・・（A）

配管配線は、拾い図から系統ごとに平面・立面に分けて集計する。

②積算数量算出
書の作成

ケーブル、配管等の摘要別数量書を作成する。・・・（B)

平面・立面数量書から配管配線等を配管、電線、ケーブル等に分けて集計する。
（機材及び施工種別に区分して再集計（器具類の場合は、基本的に不要））

細目別の数量集計書を作成する。・・・（C）

工事費内訳書に転記するために細目ごとに整理した集計表を作成する。



計測・計算における単位について
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公共建築設備数量積算基準（令和７年改定）より

１．数量は、原則として設計数量とする。ただし、計画数量を求める場合は、
この基準に⽰す⽅法に基づいて計測・計算する。なお、設計数量及び計画数量は、
次による。

１）設計数量とは、設計図書に記載されている台数、組数及び個数並びに
設計⼨法から求めた⻑さ、⾯積、体積等の数量をいう。

２）計画数量とは、設計図書に基づいた施⼯計画により求めた数量をいう。

２．設計⼨法とは、設計図書に記載された⼨法、記載された⼨法から計算によって
得られる⼨法及び計測により読み取ることのできる⼨法をいう。

３．計測における⼨法の単位は、原則としてｍとする。

４．⻑さ､⾯積、体積及び質量の単位は､原則としてｍ､㎡､㎥､kg及びｔとし、
機器の単位は、基、⾯、台、個、組等とする。ただし、少量の改修が
点在する場合の数量は、か所等の単位とすることができる。

例︓⼟⼯事



公共建築設備数量積算基準（令和７年改定）より

５．計測・計算における端数処理及び有効数値は、原則として次による。

１）端数の処理は、四捨五⼊とする。

２）⻑さは、⼩数点以下第１位とし、⾯積、体積及び質量は、⼩数点以下第２位
とする。また、計測・計算過程においても同様とすることができる。

６．⼯事費内訳書の数量は、原則として⼩数点以下第1位を四捨五⼊し、整数とする。
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端数処理と有効数値について

計測の例）
①配管類の⻑さ 1,230mm  ⇒ 1.23m ⇒ 1.2m

980mm  ⇒ 0.98m ⇒ 1.0m

計算の例）
設計図書に記載された⼨法や計測された⼨法から⾯積及び体積を計算する場合には、⼩数点以下第3位を四捨五⼊して

⼩数点以下第2位までとする。
①⾯積 1.25m×3.75m＝4.6875㎡ ⇒ 4.69㎡
②体積 1.25m×1.25m×3.75m=5.859375㎥ ⇒ 5.86㎥



配管・配線⼯事の計測の区分

公共建築設備数量積算基準（令和７年改定）より

配管・配線⼯事は、⽤途、種類、施⼯場所、施⼯⽅法等により区分する。
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①電線保護物類と電線類に区分
ⅰ）電線保護物類は、電線管、⾦属ダクト、⾦属線ぴ、ケーブルラック、プルボックス、防⽕区画貫通処理等

とし、種類ごとに区分
ⅱ）電線類は、電線、ケーブル、光ファイバーケーブル、バスダクト、ライティングダクト等とし、種類ごと

に区分
②施⼯⽅法ごとに区分

ⅰ）電線管は、露出 及び 隠ぺい に区分
ⅱ）ケーブルラックを多段敷設する場合は､１段⽬及び２段⽬以降に区分
ⅲ）ケーブルラックの防⽕区画貫通処理は、壁及び床に区分
ⅳ）電線、ケーブル、光ファイバーケーブルは、次の施⼯⽅法ごとに区分

a． 管内配線（電線管（PF管､CD管､FEP管を除く）､⾦属ダクト､線ぴ）
b． ＰＦ管等管内配線（PF管､CD管､FEP管）
c． ころがし配線（⼆重天井､ピット内等）
d． ⽊造部分サドル⽌め配線
e． コンクリート部分サドル⽌め配線
f． ケーブルラック配線

ⅴ）ライティングダクトは、直付、吊下げ、埋込みに区分



電線類及び電線保護物類の数量について

公共建築設備数量積算基準（令和７年改定）より

電線類及び電線保護物類の数量は、次による。
１）機器及び器具相互間の数量は、原則としてそれぞれの中⼼間における⻑さとする。

（⇒実践例①）
２）壁⾯に取付ける機器等に接続する配管・配線の数量は、壁⾯までの⻑さに⽴上り

及び引下げの数量を加えたものとする。（⇒実践例②）
３）⽴上り及び引下げの数量は、原則として床⼜は各階標準天井⾯より機器等の中⼼

までの⻑さとする。（⇒実践例③）
４）ケーブルラック、⾦属ダクト、床ピット等に敷設する電線類の数量は、中⼼線上

における⻑さとする。（⇒実践例④）
５）電線保護物類内に配線された電線類の数量は、電線保護物類の⻑さとする。
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拾い実践例①

公共建築設備数量積算基準（令和７年改定）より

１）機器及び器具相互間の数量は、原則としてそれぞれの中⼼間における⻑さとする。
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A B

C

D
E F

G

H

配管

配管

〜機器及びボックス相互間の⽔平配線の数量〜

天井照明イメージ写真

（１）原則として機器等相互の中⼼間の⻑さを計測する。ただし、露出分岐配線及び幹線は設計図書に
記載された経路の⻑さとする。

（２）⼆重床配線及び天井内配線で機器等相互間を直線で施⼯することが困難な場合は、設計図書に
記載された経路の⻑さを計測する。

【隠ぺい分岐配線】 【露出分岐配線及び幹線配線】

Ｌ
Ｌ

○ ○ ○

Ｌ

○

Ｌ１

Ｌ２

Ｌ＝Ｌ１+Ｌ２



（１）機器等の中⼼から壁⾯までの⻑さに機器等への⽴上り⼜は引下げの⻑さを加えたものとして計測する。
（２）⽴上り⼜は引下げの⻑さは、⽔平部分と区分して計測する。
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拾い実践例②

〜壁⾯に埋込・露出取付けする機器等の数量〜

参考写真（壁埋込分電盤）

壁埋込コンセント

床埋込コンセント
壁埋込分電盤

壁埋込分電盤

アウトレットボックス
（⽴⾯）

公共建築設備数量積算基準（令和７年改定）より

２）壁⾯に取付ける機器等に接続する配管・配線の数量は、壁⾯までの⻑さに⽴上り及び引下げ
の数量を加えたものとする。

天井直付照明器具

天井直付照明器具



公共建築設備数量積算基準（令和７年改定）より

３）⽴上り及び引下げの数量は、原則として床⼜は各階標準天井⾯より機器等の中⼼までの⻑さとする。
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拾い実践例③

〜壁⾯に埋込・露出取付けする機器等の数量〜

A B C D

参考写真（露出型分電盤）
（⽴⾯） （⽴⾯）

壁埋込分電盤 露出型分電盤

（１）原則として床⼜は標準天井⾯から機器等の中⼼までの⻑さとして計測する。
（２）標準天井⾯は、直天井部分では上階床⾯、⼆重天井部分では、その階における標準天井⾯の⾼さとする。

（⽴⾯） （⽴⾯）
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拾い実践例④

〜ケーブルラック等に敷設する電線類の数量〜

・ケーブルラック等の中⼼線を経路として計測する。
・セパレータにより分割されていても中⼼で計測する。

参考写真（ケーブルラック1段）

公共建築設備数量積算基準（令和７年改定）より

４）ケーブルラック、⾦属ダクト、床ピット等に敷設する電線類の数量は、中⼼線上における⻑さとする。
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３．数量②（積算数量算出書の作成）



積算数量算出書の作成⼿順

23

内 容手順

設計図面をもとに配管配線、機器、盤類、器具類などの数量を記入した図面（拾い
図）を作成する。

①拾い図の作成

器具類の室名別数量書を作成する。
ケーブル、配管等の平面・立面数量書を作成する。・・・（A）

配管配線は、拾い図から系統ごとに平面・立面に分けて集計する。

②積算数量算出
書の作成

ケーブル、配管等の摘要別数量書を作成する。・・・（B)

平面・立面数量書から配管配線等を配管、電線、ケーブル等に分けて集計する。
（機材及び施工種別に区分して再集計（器具類の場合は、基本的に不要））

細目別の数量集計書を作成する。・・・（C）

工事費内訳書に転記するために細目ごとに整理した集計表を作成する。
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積算数量算出書の作成例（器具類）

機械室電気室事務室拾い計
（1階）摘要名称

66LSS1-4-48-LNLED照明器具

448LSS1-4-48-LN
（レースウェイ取付）LED照明器具

1121P15A×1タンブラスイッチ

111P15A×2タンブラスイッチ

拾い計
（3階）

拾い計
（2階）

拾い計
（1階）単位集計摘要名称

12126個30LSS1-4-48-LNLED照明器具

008個8LSS1-4-48-LN
（レースウェイ取付）LED照明器具

332個81P15A×1タンブラスイッチ

221個51P15A×2タンブラスイッチ

（A）器具類の室名別数量書

（C）器具類の数量集計書

⼯事費内訳書の
細⽬⼜は別紙明細に反映

室名等に区分して集計 拾い図から数量を転記する
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積算数量算出書の作成例（配管配線）

Ｌ−１⓷Ｌ−１⓶Ｌ−１⓵
拾い計摘要名称

⽴⾯平⾯⽴⾯平⾯⽴⾯平⾯

3.92.83.810.5露出EM-EEF2.0ｍｍ-2C（E25）

4.23.02.810.0いんぺいEM-EEF2.0ｍｍ-2C（PF22）
1.58.810.520.8露出EM-EEF2.0ｍｍ-3C（E25）

7.010.013.030.0いんぺいEM-EEF2.0ｍｍ-3C（PF22）

PF22E25EM-EEF2.0ｍｍ-3CEM-EEF2.0ｍｍ-2C
拾い計摘要名称

いんぺい露出PF管内管内PF管内管内

10.510.510.5露出EM-EEF2.0ｍｍ-2C（E25）

10.010.010.0いんぺいEM-EEF2.0ｍｍ-2C（PF22）

20.820.820.8露出EM-EEF2.0ｍｍ-3C（E25）

30.030.030.0いんぺいEM-EEF2.0ｍｍ-3C（PF22）

40.031.330.020.810.010.5計

Ｌ−３Ｌ−２Ｌ−１単位集計計上摘要名称

15.212.510.5m38.238EM-EEF2.0ｍｍ-2C（管内配線）ケーブル

18.321.210.0m49.550EM-EEF2.0ｍｍ-3C（PF管内配線）ケーブル

20.820.820.8m62.462EM-EEF2.0ｍｍ-3C（管内配線）ケーブル

8.88.830.0m47.648EM-EEF2.0ｍｍ-3C（PF管内配線）ケーブル

13.415.231.3m59.960E25 露出電線管

8.65.540.0m54.154PF22 いんぺい電線管

（A）ケーブル、配管等の平⾯・⽴⾯数量書

（B）ケーブル、配管等の摘要別数量書

（C）ケーブル、配管等の数量集計書

⼯事費内訳書の
細⽬⼜は別紙明細に反映

（A）ケーブル、配管等の平⾯、⽴⾯数量表から転記

⼯事費内訳書に使⽤できるように整数処理

電線・ケーブル等は、管内、PF管内、ころがし・・・の施⼯⽅法で区分
配管等は、露出、いんぺい・・・の施⼯場所で区分

回路・系統ごとに分け、平⾯・⽴⾯で集計 拾い図から数量を転記する

図⾯凡例の
とおり記載



26

４．複合単価



複合単価について

公共建築⼯事標準単価積算基準（令和７年改定）より

複合単価は、材料、労務、機械器具、その他等の各要素と単位施⼯当たりに必要とされる数量
（以下「所要量」という。）から構成される歩掛りに、次の単価等を乗じて算定する。

イ．材料単価
ロ．労務単価
ハ．機械器具費
ニ．仮設材費
ホ．その他

複合単価 ＝ 材料費 + 労務費 +(機械器具費)+(仮設材費)+「その他」

27

材料価格 ＝ 材料の所要量※1 × 材料単価
※1使⽤材料の切り無駄、付属品を割増するための補正率

複合単価

「その他」＝労務費等（⼯種によって対象が異なる） × 「その他」の率※３

※3下請経費及び⼩器材の損耗費等

労務費 ＝労務の所要量 × 労務単価※2

※2農林⽔産省・国⼟交通省が前年度の公共⼯事の実績に基づき「公共⼯事設計労務単価」を決定している。

材料費

雑材料 ＝ 材料価格 × 雑材料率

電気設備⼯事の材料費には「雑材料」が含まれており、材料価格から算定する。



「その他」について

公共建築⼯事標準単価積算基準（令和７年改定）より

「その他」は、製造業者・専⾨⼯事業者の諸経費（以下「下請経費」という。）、⼩器材の
損耗費、現場労働者に関する法定福利費等であり、「その他」の率対象に「その他」の率を
乗じて算定する。

28

備考「その他」の率対象「その他」の率⼯種⼯事種別

労20〜30％配管⼯事

電

気

設

備

⼯

事

労20〜30％配線⼯事
労20〜30％接地⼯事
材、労、雑18〜26％塗装⼯事
労、雑20〜30％機器搬⼊
労20〜30％電灯設備
労19〜27％動⼒設備
労20〜30％雷保護設備
労19〜27％受変電設備
労19〜27％電⼒貯蔵設備
労20〜30％架空線路
労20〜30％地中線路
労19〜27％構内交換設備
労19〜27％情報表⽰・拡声設備
労19〜27％誘導⽀援設備
労19〜27％テレビ共同受信設備
労19〜27％監視カメラ設備
労19〜27％⽕災報知設備
労20〜30％撤去
労、雑20〜30％機器搬出
労20〜30％はつり⼯事

（注）1.表中の材は「材料費」、労は「労務費」、雑は「運搬費及び消耗材料費等」を⽰す。
2.取外しの場合は、取外しを⾏う製品等に対する⼯種の「その他」の率を適⽤する。

公共建築⼯事標準単価積算基準 表３-1-2 電気設備⼯事

（参考）「その他」の基本的な考え⽅
①元請業者が直接購⼊する可能性のある材料は、

「その他」の対象外
②下請業者が施⼯対象材料の製造部⾨を持ち、材

料価格の中にメーカーとしての⼀般管理費が含
まれている場合は、「材料」については対象外

公共建築⼯事積算基準等資料（令和７年３⽉）より

歩掛りの「その他」の率は中間値＋1％を標準と
し、地域の特殊性等を考慮のうえ適切に定める。



複合単価の算定例①（ケーブル類）
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複合単価単位摘 要名 称

求めたい単価1ｍ当たりEM-CET60m㎡ 管内600Vポリエチレンケーブル

材料価格 ＝ 材料の所要量 × 材料単価複合単価

「その他」＝ 労務費等 × 「その他」の率
労務費 ＝ 労務の所要量 × 労務単価

材料費
雑材料 ＝ 材料価格 × 雑材料率

備考「その他」の率対象「その他」の率⼯種⼯事種別
労20〜30％配管⼯事

電

気

設

備

⼯

事

労20〜30％配線⼯事
労20〜30％接地⼯事
材、労、雑18〜26％塗装⼯事
労、雑20〜30％機器搬⼊
労20〜30％電灯設備
労19〜27％動⼒設備
労20〜30％雷保護設備
労19〜27％受変電設備
労19〜27％電⼒貯蔵設備
労20〜30％架空線路
労20〜30％地中線路

公共建築⼯事標準単価積算基準 表３-1-2 電気設備⼯事

「配線⼯事」のその他の率は、20〜30％であるため、
積算基準等資料により中間値＋１％の「２６％」となる。
また、その他の率の対象は「労務費」である。

材料の所要量 雑材料率 労務の所要率 その他

公共建築⼯事標準単価積算基準（令和７年改定）より

（参考）
配線⼯事は、施⼯⽅法により電⼯の歩掛りを補正して⽤いる。
・ケーブルラック配線 × 1.2倍
・ピット、トラフ及び天井内配線 × 0.8倍
・合成樹脂可とう電線管及び波付硬質合成樹脂管内配線 × 0.9倍
・コンクリート部分にサドル⽌め × 2.0倍
・⽊造部分にサドル⽌め ×1.5倍

※CM-CETケーブルは、EM-CEの3Cを適⽤すると公共建築⼯事積算基準等資料に記載
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備考⾦額（⼩計）単価所要量単位摘要・規格構成名称

3,723.303,5461.05mEM-CET60m㎡材料価格（材料の所要量×材料単価）

3,723.30×0.05186.171式（材料価格）×0.05雑材料（材料価格×雑材料率）

2,673.2032,6000.082⼈電⼯労務費（労務の所要量×労務単価）

2,673.20×0.26695.031式（労務費）× 26％その他（労務費等×その他の率）

7,277.70計

7,280円複合単価（採⽤単価）

１）材料単価を確認︓3,546円

３）単価基準を参照して所要量（歩掛り）等を確認
・材料の所要量 ︓1.05
・雑材料率 ︓0.05
・労務の所要量 ︓0.082（電⼯）
・その他の率 ︓26％

1,000円以上は有効上位3桁、100円以上は10円単位、100円未満は1円単位で四捨五⼊する

〜複合単価作成⼿順〜

複合単価の算定例①（ケーブル類）

材料の所要量 雑材料率 労務の所要率 その他

公共建築⼯事標準単価積算基準（令和７年改定）より

物価資料の掲載価格を⽐較して平均値を採⽤（四捨五⼊）
「公共建築⼯事積算基準等資料」を参照

（算定例）複合単価（ケーブル類）︓EM-CET60m㎡ 管内

２）労務単価の確認︓32,600円（電⼯・東京）
「令和７年３⽉から適⽤する公共⼯事設計労務単価について」を参照

４）複合単価の算定

採⽤単価単位規格・仕様名称

3,546円3,463円3,629円mEM-CET60m㎡ケーブル
建設物価 積算資料



配管類の材料費＝主材料（切り無駄等含む）+コネクタ等の附属品+固定金具等の雑材料等
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複合単価単位摘 要名 称

求めたい単価1ｍ当たりFEP100（地中配管）波付硬質合成樹脂管

複合単価の算定例②（配管類）

材料の所要量 雑材料率
労務の所要率

その他：
地中線路の
その他の率は
「２６％」

【材料】
・材料の所要量 ︓1.05
・附属品 ︓管価格×0.04

【雑材料】
・雑材料 ︓材料価格×0.01

【労務費】
・労務の所要量 ︓0.060（電⼯）

【その他】
・その他の率 ︓26％

※注︓配管類の材料には、附属品が含まれる
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備考⾦額（⼩計）単価所要量単位摘要・規格構成名称

758.107221.05mFEP100材料価格(1)（材料の所要量×材料単価）

758.10×0.0430.321式（管価格）×0.04材料価格(2)（附属品）

（758.10+30.32）×0.017.881式（材料価格）×0.01雑材料（材料価格×雑材料率）

1,956.0032,6000.060⼈電⼯労務費（労務の所要量×労務単価）

1,956.00×0.26508.561式（労務費）× 26％その他（労務費等×その他の率）

3,260.86計

3,260円複合単価（採⽤単価）

１）材料単価を確認︓722円

３）単価基準を参照して所要量（歩掛り）等を確認
・材料の所要量 ︓1.05
・附属品 ︓（管価格×0.04）
・雑材料率 ︓0.01
・労務の所要量 ︓0.060（電⼯）
・その他の率 ︓26％

1,000円以上は有効上位3桁、100円以上は10円単位、100円未満は1円単位で四捨五⼊する

〜複合単価作成⼿順〜

複合単価の算定例②（配管類）

（算定例）複合単価（配管類）︓波付硬質合成樹脂管 FEP100

２）労務単価の確認︓32,600円（電⼯・東京）
「令和７年３⽉から適⽤する公共⼯事設計労務単価について」を参照

４）複合単価の算定

（波付硬質合成樹脂管 FEP100の複合単価算定）

採⽤単価単位規格・仕様名称

722円722円722円mFEP100波付硬質合成樹脂管
建設物価 積算資料

物価資料の掲載価格を⽐較して平均値を採⽤（四捨五⼊）
「公共建築⼯事積算基準等資料」を参照



１種金属線ぴ類の材料費＝主材料+固定金具等の雑材料等
コネクタ等の附属品 ⇒ 材料価格を別途計上
ボックス類 ⇒ 位置ボックスとして複合単価を算出して別途計上
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複合単価単位摘 要名 称

求めたい単価1ｍ当たりＡ型１種⾦属線ぴ

複合単価の算定例③（１種⾦属線ぴ）

材料の所要量 雑材料率 労務の所要率

その他：
配管⼯事の
その他の率は
「２６％」

【材料】
・材料の所要量 ︓1

【雑材料】
・雑材料 ︓材料価格×0.02

【労務費】
・労務の所要量 ︓0.07（電⼯）

【その他】
・その他の率 ︓26％

公共建築⼯事積算基準等資料（令和７年３⽉）より

１種⾦属線ぴの附属品及びボックス類は、別途計上する。
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備考⾦額（⼩計）単価所要量単位摘要・規格構成名称

1,250÷1.8＝694.44694.44694.441m１種⾦属線ぴＡ型材料価格（材料の所要量×材料単価）

694.44×0.0213.891式（材料価格）×0.02雑材料（材料価格×雑材料率）

2,282.0032,6000.07⼈電⼯労務費（労務の所要量×労務単価）

2,282.00×0.26593.321式（労務費）× 26％その他（労務費等×その他の率）

3,583.65計

3,580円複合単価（採⽤単価）

１）材料単価を確認︓1,250円/本

３）単価基準を参照して所要量（歩掛り）等を確認
・材料の所要量 ︓1
・雑材料率 ︓0.02
・労務の所要量 ︓0.07（電⼯）
・その他の率 ︓26％

1,000円以上は有効上位3桁、100円以上は10円単位、100円未満は1円単位で四捨五⼊する

〜複合単価作成⼿順〜

複合単価の算定例③（１種⾦属線ぴ）

（算定例）複合単価︓１種⾦属線ぴＡ型

２）労務単価の確認︓32,600円（電⼯・東京）
「令和７年３⽉から適⽤する公共⼯事設計労務単価について」を参照

４）複合単価の算定

（１種⾦属線ぴＡ型の複合単価算定）

採⽤単価単位規格・仕様名称

1,250円1,240円1,260円本本体 1.8m１種⾦属線ぴＡ型
建設物価 積算資料

1本(1.8m)あたりの単価であることに注意︕

物価資料の掲載価格を⽐較して平均値を採⽤（四捨五⼊）
「公共建築⼯事積算基準等資料」を参照
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備考⾦額（⼩計）単価所要量単位摘要・規格構成名称

803.008031mスイッチボックス
A型 １個⽤浅型材料価格（材料の所要量×材料単価）

803.00×0.0216.061式（材料価格）×0.02雑材料（材料価格×雑材料率）

3,260.0032,6000.1⼈電⼯労務費（労務の所要量×労務単価）

3,260.00×0.26847.601式（労務費）× 26％その他（労務費等×その他の率）

4,926.66計

4,930円複合単価（採⽤単価）

１）材料単価を確認︓803円

３）単価基準を参照して所要量（歩掛り）等を確認
・材料の所要量 ︓1
・雑材料率 ︓0.02
・労務の所要量 ︓0.1（電⼯）
・その他の率 ︓26％

1,000円以上は有効上位3桁、100円以上は10円単位、100円未満は1円単位で四捨五⼊する

〜複合単価作成⼿順〜

複合単価の算定例③（１種⾦属線ぴ（ボックス類））

（算定例）複合単価︓露出スイッチボックス

２）労務単価の確認︓32,600円（電⼯・東京）
「令和７年３⽉から適⽤する公共⼯事設計労務単価について」を参照

４）複合単価の算定

採⽤単価単位規格・仕様名称

803円795円811円個A型 １個⽤ 浅型スイッチボックス
建設物価 積算資料

複合単価単位摘 要名 称

求めたい単価1個当たりＡ型 １個⽤ 浅型スイッチボックス（１種⾦属線ぴ⽤）

位置ボックスは、単価基準に新設の歩掛りの記載がないため、
「公共建築⼯事積算研究会参考歩掛り」を参照する。

材料の所要量雑材料率労務の所要率

その他：
配管⼯事の
その他の率は
「２６％」

物価資料の掲載価格を⽐較して平均値を採⽤（四捨五⼊）
「公共建築⼯事積算基準等資料」を参照
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（参考）１種⾦属線ぴ（附属品）について

１種金属線ぴの附属品は、材料価格を計上する。

【資材価格⽐較表】
採⽤単価単位規格・仕様名称

87円86円87円個A型ジョイントカップリング

67円66円67円個A型ブッシング

338円335円341円個A型コンビネーションコネクタ

建設物価 積算資料（参考例）スイッチ×１箇所、コンセント×２箇所の例

コンビネーションコネクタ

ブッシング

展開図

ジョイントカップリング

※1.8m以上の⻑さになる場合には、
ジョイントカップリングが必要。

上記の例のほか、曲がり等がある場合には各種エルボを計上する。

【１種⾦属線ぴ附属品数量表】

単位数量規格・仕様名称

個1A型ブッシング

個1A型コンビネーションコネクタ
スイッチ

コンセント

単位数量規格・仕様名称

個2A型ジョイントカップリング

個2A型ブッシング

個2A型コンビネーションコネクタ

（電灯分岐）

（コンセント分岐）
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複合単価単位摘 要名 称

求めたい単価個当たりLSS1-4-48-LNLED照明器具（ベースライト露出形）

複合単価の算出例④（照明器具）

材料の所要量 雑材料率 労務の所要率

その他：
電灯設備の
その他の率は
「２６％」

【材料】
・材料の所要量 ︓1

【雑材料】
・雑材料 ︓材料価格×0.05

【労務費】
・労務の所要量 ︓0.178（電⼯）

【その他】
・その他の率 ︓26％

（参考）
・調光対応器具等の照明制御を⾏う照明器具の場合は、

電⼯歩掛りに0.05⼈／個を加算する。
・⾦属線ぴ（レースウェイ）に取付ける場合は、電⼯の

歩掛りを0.8倍して⽤いる。
・システム天井⽤器具は、電⼯の歩掛りを0.6倍して⽤い、

雑材料は算出しない。
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備考⾦額（⼩計）単価所要量単位摘要・規格構成名称

13,950.0013,9501mLSS1-4-48-LN材料価格（材料の所要量×材料単価）

13,950×0.05697.501式（材料価格）×0.05雑材料（材料価格×雑材料率）

5,802.8032,6000.178⼈電⼯労務費（労務の所要量×労務単価）

5,802.80×0.261,508.731式（労務費）× 26％その他（労務費等×その他の率）

21,959.03計

22,000円複合単価（採⽤単価）

１）材料単価を確認︓13,950円

３）単価基準を参照して所要量（歩掛り）等を確認
・材料の所要量 ︓1
・雑材料率 ︓0.05
・労務の所要量 ︓0.178（電⼯）
・その他の率 ︓26％

1,000円以上は有効上位3桁、100円以上は10円単位、100円未満は1円単位で四捨五⼊する

〜複合単価作成⼿順〜

複合単価の算定例④（照明器具）

（算定例）複合単価（照明器具）︓LED照明器具 LSS1-4-48-LN

２）労務単価の確認︓32,600円（電⼯・東京）
「令和７年３⽉から適⽤する公共⼯事設計労務単価について」を参照

４）複合単価の算定

（LED照明器具 LSS1-4-48-LNの複合単価算定）

採⽤単価単位規格・仕様名称

13,950円14,500円13,400円mLSS1-4-48-LNLED照明器具
建設物価 積算資料

物価資料の掲載価格を⽐較して平均値を採⽤（四捨五⼊）
「公共建築⼯事積算基準等資料」を参照
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複合単価単位摘 要名 称

求めたい単価個当たり1P15A×３タンブラスイッチ

複合単価の算出例⑤（スイッチ）

材料の所要量 雑材料率 労務の所要率

その他：
電灯設備の
その他の率は
「２６％」

（参考）
歩掛表に記載のない組合せの場合の電⼯の歩掛りは、各配
線器具の歩掛りから算出する。

【材料】
・タンブラスイッチ1P15A︓３

・プレート１連⽤︓１

・取付枠︓１
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備考⾦額（⼩計）単価所要量単位摘要・規格構成名称

444.00+276.00+41.00
＝761.00

444.001483個スイッチ 1P15A材料価格(1)（材料の所要量×材料単価）

276.002761個ステンレスプレート材料価格(2)（材料の所要量×材料単価）

41.00411個取付枠材料価格(3)（材料の所要量×材料単価）

761.00×0.0215.221式（材料価格）×0.02雑材料（材料価格×雑材料率）

3,520.8032,6000.108⼈電⼯労務費（労務の所要量×労務単価）

3,520.80×0.26915.411式（労務費）× 26％その他（労務費等×その他の率）

5,212.43計

5,210円複合単価（採⽤単価）

１）材料単価を確認︓

３）単価基準を参照して所要量（歩掛り）等を確認
・材料の所要量 ︓タンブラスイッチ×３、プレート×１、取付枠×１
・雑材料率 ︓0.02
・労務の所要量 ︓0.108（電⼯）
・その他の率 ︓26％

1,000円以上は有効上位3桁、100円以上は10円単位、100円未満は1円単位で四捨五⼊する

〜複合単価作成⼿順〜

複合単価の算定例⑤（スイッチ）

（算定例）複合単価（スイッチ）︓埋込連⽤スイッチ 1P15A×３

２）労務単価の確認︓32,600円（電⼯・東京）
「令和７年３⽉から適⽤する公共⼯事設計労務単価について」を参照

４）複合単価の算定

（タンブラスイッチ 1P15A×3の複合単価算定）

【資材価格⽐較表】
採⽤単価単位規格・仕様名称

148円150円（全国）145円（全国）個1P15A埋込スイッチ

276円280円（全国）272円（全国）個１連⽤ステンレスプレート

41円42円（全国）40円（全国）個取付枠

建設物価 積算資料
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複合単価単位摘 要名 称

求めたい単価個当たり2P15A接地極付×４埋込コンセント

複合単価の算出例⑥（コンセント）

材料の所要量 雑材料率 労務の所要率

その他：
電灯設備の
その他の率は
「２６％」

【材料】
・埋込コンセント

2P15A接地極付
２個⼝ ︓２

・プレート
２連⽤ ︓１

（取付枠はコンセントと
⼀体型のため不要）

1個の場合の歩掛り=0.067

今回は歩掛表に記載がない組合せのため、電⼯の歩掛り（S）は以下のとおり算出する。
Ｓ＝ 0.067 ＋（0.067）×0.5 ＝ 0.1005
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備考⾦額（⼩計）単価所要量単位摘要・規格構成名称

706.00+553.00＝1,259.00
706.003532個コンセント2P15A接地極

付２個⼝材料価格(1)（材料の所要量×材料単価）

553.005531個ステンレスプレート材料価格(2)（材料の所要量×材料単価）

1,259.00×0.0225.181式（材料価格）×0.02雑材料（材料価格×雑材料率）

3,276.3032,6000.1005⼈電⼯労務費（労務の所要量×労務単価）

3,276.30×0.26851.841式（労務費）× 26％その他（労務費等×その他の率）

5,412.32計

5,410円複合単価（採⽤単価）

１）材料単価を確認︓

３）単価基準を参照して所要量（歩掛り）等を確認
・材料の所要量 ︓埋込コンセント接地極付２個⼝ ×２、プレート×１
・雑材料率 ︓0.02
・労務の所要量 ︓0.1005（電⼯）
・その他の率 ︓26％

1,000円以上は有効上位3桁、100円以上は10円単位、100円未満は1円単位で四捨五⼊する

〜複合単価作成⼿順〜

複合単価の算定例⑥（コンセント）

（算定例）複合単価（コンセント）︓埋込コンセント 2P15A×4

２）労務単価の確認︓32,600円（電⼯・東京）
「令和７年３⽉から適⽤する公共⼯事設計労務単価について」を参照

４）複合単価の算定

（埋込コンセント 2P15A接地極付×4⼝の複合単価算定）

【資材価格⽐較表】
採⽤単価単位規格・仕様名称

353円370円（全国）336円（全国）個2P15A接地極付 ２個⼝埋込コンセント

553円560円（全国）545円（全国）個２連⽤ステンレスプレート

建設物価 積算資料
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５．市場単価・補正市場単価



市場単価について

電気設備⼯事の市場単価を適⽤いる⼯種（公共建築⼯事標準単価積算基準（令和７年改定）を参考に作成）

公共建築⼯事標準単価積算基準（令和７年改定）より

市場単価は、元請業者と下請の専⾨⼯事業者間の契約に基づき調査された単位施⼯当たりの取引価
格であり、物価資料に掲載された「建築⼯事市場単価」による。なお、第２編〜第４編に定める⼯種
に適⽤する。また、市場単価は材料費、労務費、機械経費等（専⾨⼯事業者の諸経費を含む。）に
よって構成されるが、その掲載条件が⼀部異なる場合の単価については、類似の市場単価を適切に補
正して算定することができる。
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摘 要細 ⽬⼯ 種

厚鋼電線管（Ｇ）、薄鋼電線管（Ｃ）、ねじなし電線管（Ｅ）、硬質ビニル電線管（ＶＥ）、
合成樹脂製可とう電線管（ＰＦ単層）、合成樹脂可とう電線管（ＣＤ）電線管

配管⼯事

２種⾦属線ぴ（MM2）、線ぴ⽤ジャンクションボックス、線ぴ⽤コンセントボックス線ぴ

⾦属製ボックス、合成樹脂製ボックス、位置ボックス⽤ボンディング位置ボックス

露出形（鋼板製）さび⽌め塗装仕上げ、露出形（鋼板製）溶融亜鉛めっき、露出形（ステンレス製）、
露出形（硬質ビニル製）、プルボックス⽤接地端⼦プルボックス

はしご形 ZM、はしご形 ZA、はしご形 ALケーブルラック

ケーブルラック⽤（壁）、ケーブルラック⽤（床）、⾦属管⽤（短管）（壁、床）、丸形⽤（壁、床）防⽕区画貫通処理

600V耐燃性ポリエチレン絶縁電線（EM-IE）管内配線600V絶縁電線
配線⼯事

600Vポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル平形（EM-EEF）ころがし配線600V絶縁ケーブル

銅板接地極鋼板式
接地⼯事
雷保護設備⼯事 銅覆鋼棒接地極打込式

⾦属製（接地抵抗測定を含む）接地極埋設標

⼆種⾦属製可とう電線管（ビニル被覆なし、ビニル被覆あり、ビニル被覆あり（防⽔））電動機その他接続材動⼒設備

これらの細⽬⼯種の単価は、複合単価を算定せず、市場単価を適⽤します。



市場単価の適⽤

45

公共建築⼯事積算基準等資料（令和７年改定）より

市場単価は、建築施⼯単価（（⼀財）経済調査会発⾏）及び建築コスト情報（（⼀財）建設物価調査
会発⾏）に掲載されている「建築⼯事市場単価」の平均値を採⽤する。

単 価単 位摘 要細 ⽬

求めたい単価1ｍ当たりねじなし電線管（Ｅ51）露出配管電線管

（適⽤例１）電線管

⼿順１）プルボックス１個当たりの表⾯積を算出する。

単 価単 位摘 要細 ⽬

求めたい単価1個当たり露出形（ステンレス製）防⽔型
300mm×300mm×200mmプルボックス

（適⽤例２）プルボックス

採⽤単価単位規格・仕様名称

91,650円93,600円（東京）89,700円（東京）㎡0.3㎡以上 0.5㎡未満／個露出形（ＳＳ）防⽔仕様
ステンレス製プルボックス

建築施⼯単価 建築コスト情報

表⾯積（㎡）＝（0.3×0.3 + 0.3×0.2 ＋ 0.3×0.2）×２＝ 0.42 ㎡

⼿順２）プルボックスの表⾯積に対応する市場単価を確認する。

⼿順３）プルボックスの表⾯積から１個当たりの単価を算定する。

プルボックス１個の表⾯積 × １㎡あたりの市場単価
＝ 0.42 ㎡ × 91,650円 ＝ 38,493円 ⇒ 38,500円（採⽤単価）

（なお、電⼒⽤のプルボックスの場合は、別途接地端⼦を計上する。）

採⽤単価単位規格・仕様名称

3,755円3,750円（東京）3,760円（東京）ｍ露出配管 径51mmねじなし電線管（Ｅ）

建築施⼯単価 建築コスト情報
【市場単価⽐較表】

【市場単価⽐較表】

1,000円以上は有効上位3桁、100円以上は10円単位、
100円未満は1円単位で四捨五⼊する



補正市場単価について
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〔計算例〕

EM-EEF1.6mm-3C（PF管内配線）の補正市場単価Aʼを求める。

物価資料に掲載されているEM-EEFケーブルの市場単価には、ころがし配線の施⼯⽅法のみが
掲載されており、今回のEM-EEF1.6-3C（PF管内配線）は市場単価に掲載がない。
そのため、補正市場単価Aʻを算出する必要がある。

〔補正市場単価Aʼ 〕＝ 市場単価Ａ × 算定式
＝ 【市場単価】 EM-EEF1.6mm-3C（ころがし配線）× 算定式

〔算定式〕 ＝ 【複合単価】 EM-EEF1.6mm-3C （PF管内配線）
÷ 【複合単価】EM-EEF1.6mm-3C （ころがし配線）

公共建築⼯事積算基準等資料（令和７年改定）より

単価基準 第１編２（３）の掲載条件が⼀部異なる場合で市場単価を補正して算出する単価（以下
「補正市場単価」という。）の補正⽅法は、次の式による。

なお、補正市場単価の細⽬⼯種、補正に⽤いる歩掛りについては各章による。

補正市場単価Ａ❜ ＝ 市場単価Ａ × 算定式

算定式 ＝ ａ❜ ÷ ａ

ａ❜ ＝補正市場単価Ａ❜ の細⽬⼯種に対応する歩掛りによる複合単価
ａ ＝市場単価Ａの細⽬⼯種に対応する歩掛りによる複合単価

注）算定式の値は、⼩数点以下第３位を四捨五⼊して⼩数点以下第２位とする。
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補正市場単価を使⽤する細⽬⼯種

公共建築⼯事積算基準等資料に補正市場単価を使⽤する細⽬⼯種が掲載されている。

配管⼯事では、市場単価に掲載がないトレー形ケーブルラック
や、共同溝内敷設する⽀持材別途のケーブルラックが補正市場
単価の対象。

配線⼯事では、市場単価に掲載がない施⼯種別や、電線・ケー
ブルサイズ異なる場合などが補正市場単価の対象。

トレー形（ZT）のケーブルラック
公共建築設備⼯事標準図（電気設備⼯事編）より

（例）
EM-EEF ころがし配線 ←市場単価
EM-EEF 管内配線 ←補正市場単価
EM-EEF PF等管内配線 ←補正市場単価

EM-IE100m㎡ 管内配線 ←市場単価
EM-IE150m㎡ 管内配線 ←補正市場単価



〜 省略 〜
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補正市場単価の算定式の確認

公共建築⼯事積算基準等資料 附表 電気設備⼯事に補正市場単価を使⽤する細⽬⼯種ごとの
算定式が掲載されている。
また、市場単価に掲載されている細⽬⼯種の複合単価を作成するために使⽤する歩掛りは、
単価基準に掲載されていないため、「公共建築⼯事積算研究会参考歩掛り」を参照する。

「Ｃ」の市場単価（EM-EEF1.6mm-3Cころがし配線）を
使⽤して補正市場単価を算出する。

〜 省略 〜

算定式は、θ÷ｄで算出する。 「ｄ」は、参考歩掛りによる複合単価
EM-EEF1.6mm-3Cころがし配線を使⽤する。

「θ」は、参考歩掛りによる複合単価
EM-EEF1.6mm-3C PF等管内配線を使⽤する。

公共建築⼯事積算基準等資料より
（確認例）EM-EEF1.6mm-3C（PF管内配線）の市場補正単価Aʼを求める場合
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補正市場単価の算出例

「公共建築⼯事積算研究会参考歩掛り」より

（省略）

EM-EEF1.6mm-3C（PF等管内配線）の市場補正単価Aʼを算出する。

採⽤単価単位規格・仕様名称

550円540円
（東京）

560円
（東京）個EM-EEF1.6-3C

ころがし配線600V絶縁ケーブル

建築施⼯単価 建築コスト情報

【市場単価⽐較表】

【資材価格⽐較表】

⼿順１）算出に使⽤する市場単価を確認する。

⼿順２）複合単価の算出に⽤いる材料単価及び歩掛りを確認する。

採⽤単価単位規格・仕様名称

170円170円
（東京）

169円
（関東）個EM-EEF1.6-3C600V絶縁ケーブル

建設物価 積算資料
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EM-EEF1.6ｍｍ-3CのPF管内配線の補正市場単価は、
補正市場単価Aʻ＝市場単価（ころがし配線）550円/ｍ × 1.13 ＝ 621.5円/ｍ ⇒ 620円/ｍ

備考⾦額単価所要量単位摘要・規格構成名称
187.001701.10mEM-EEF1.6-3C材料価格

187.00×0.035.611式（材料価格）×0.03雑材料
0.017×0.9（所要量）498.7832,6000.0153⼈電⼯労務費

498.78×0.26129.681式（労務費）×0.26その他

821.07計

◯PF等管内配線複合単価

備考⾦額単価所要量単位摘要・規格構成名称

187.001701.10mEM-EEF1.6-3C材料価格（S×H）
187.00×0.035.611式（材料価格）×0.03雑材料（Z）

423.8032,6000.013⼈電⼯労務費
423.80×0.26110.191式（労務費）×0.26その他（E）

726.60計

◯ころがし配線複合単価

〔今回の算定式〕＝複合単価（PF管内配線）821.07円/ｍ ÷ 複合単価（ころがし配線）726.60円/ｍ ＝1.130
⇒ 1.13

（算定式の値は、⼩数点以下第３位を四捨五⼊して⼩数点以下第２位とする。）

補正市場単価の算出例（つづき）

EM-EEF1.6mm-3C（PF等管内配線）の市場補正単価Aʼを算出する。

⼿順３）複合単価を算出して補正市場単価の算定式を求める。

⼿順４）市場単価及び算定式より補正市場単価を算出する。

⼯事費内訳書に計上する単価は、1,000円以上は有効上位3桁、
100円以上は10円単位、100円未満は1円単位で四捨五⼊する
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６．撤去・取外し⼯事
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撤去・取外し⼯事について

「撤去」と「取外し」の違い

撤去 ︓取外し品を「再使⽤しない」場合に取外す作業。
（単価の算定に使⽤するその他の率は、「撤去」の⼯種を適⽤する。）

取外し︓取外し品を「再使⽤する」状態に保ち、壊さないように丁寧に取外す作業。
（単価の算定に使⽤するその他の率は、再使⽤する機材に対応する⼯種を適⽤する。）

⇒作業の前提条件により労務歩掛りが異なるため、「撤去」及び「取外し」に
区分してそれぞれに応じた単価を算出します。

その他の率に関する注意点
「撤去」と「取外し」では、適⽤する⼯種が異なるため、その他の率にも注意する。
（特に動⼒設備、受変電設備、通信・情報設備は19〜27％のため注意）

（参考）変圧器の撤去・取外しのその他の率
・変圧器を「撤去（再使⽤しない）」する場合

「受変電設備」のその他の率は19〜27％だが、「撤去」のその他の率を適⽤するため、
20〜30％の中間値＋１％である26％を適⽤する。

・変圧器を「取外し（再使⽤する）」する場合
「受変電設備」のその他の率を適⽤するため、19〜27％の中間値＋１％である24％を適⽤
する。

「撤去」や「取外し」の単価は、材料価格のない複合単価を算出する。
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撤去・取外し⼯事の歩掛りについて

公共建築⼯事標準単価積算基準（令和７年改定）より

各設備の撤去歩掛りは、表Ｅ２－１－１ 撤去により算定するほか、
表Ｅ２－１－２〜表Ｅ２－１－２１による。

Ｅ２－１－１
新営⼯事の労務歩掛りに対する率を乗じて算出

撤去⽐率

Ｅ２－１－２〜Ｅ２－１－２１
撤去の労務歩掛りにより算出（抜粋）

市場単価を適⽤する細⽬⼯種や、新営では使⽤しない蛍光灯器具等（単価基準に労務歩掛りがない
もの）の撤去は、E2-1-2〜E2-1-21撤去の労務歩掛りを⽤いて算出する。

※再使⽤する場合は補正する
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（参考）撤去と取外し⼯事の労務の所要量

①新営⼯事の労務歩掛りに対する乗率を⽤いる「撤去（再使⽤しない）」の場合
「撤去」の労務の所要量 ＝ 新営⼯事の労務の所要量

× 再使⽤しない撤去⽐率

②新営⼯事の労務歩掛りに対する乗率を⽤いる「取外し（再使⽤する）」の場合
「取外し」の労務の所要量 ＝ 新営⼯事の労務の所要量

× 再使⽤する撤去⽐率

③撤去の労務歩掛りを⽤いる「撤去（再使⽤しない）」の場合
「撤去」の労務の所要量 ＝ 表Ｅ２－１－２〜表Ｅ２－１－２１の所要量

をそのまま使⽤する。

④撤去の労務歩掛りを⽤いる「取外し（再使⽤する）」の場合
「取外し」の労務の所要量 ＝ 表Ｅ２－１－２〜表Ｅ２－１－２１の所要量

×補正率
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撤去費の算出例①

公共建築⼯事標準単価積算基準より

例１）LSS1-4（LED照明器具：ベースライト露出形）＊新営歩掛りに撤去⽐率を乗じる
備考⾦額単価所要量単位摘要・規格構成名称

0.178×0.3＝0.05341,740.8432,6000.0534⼈電⼯労務費

1,740.84×0.26452.621式（労務費）×0.26その他

2,193.46計
1,000円以上は有効上位
3桁に四捨五⼊2,190内訳計上複合単価

①新営⼯事の労務歩掛りに対する乗率を⽤いる「撤去（再使⽤しない）」の場合
（算出例）
・ＬＥＤ照明器具 LSS1-4-48-LNの再使⽤なしの撤去費を算出する。

撤去⽐率

新営歩掛り
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撤去費の算出例②

例１）LRS3-4（LED照明器具：ベースライト埋込形）＊新営歩掛りに撤去⽐率を乗じる
備考⾦額単価所要量単位摘要・規格構成名称

0.332×0.4＝0.13284,329.2832,6000.1328⼈電⼯労務費

4,329.28×0.261,125.611式（労務費）×0.26その他

5,454.89計
1,000円以上は有効上位
3桁に四捨五⼊5,450内訳計上複合単価

公共建築⼯事標準単価積算基準より

②新営⼯事の労務歩掛りに対する乗率を⽤いる「取外し（再使⽤する）」の場合
（算出例）
・ＬＥＤ照明器具 LRS3-4-48-LNの再使⽤ありの撤去費を算出する。

撤去⽐率

新営歩掛り
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撤去費⽤の算出例③

例２）EM-EEF2.0mm-3C（管内）＊撤去の労務歩掛りによる算出
備考⾦額単価所要量単位摘要・規格構成名称

136.9232,6000.0042⼈電⼯労務費

136.92×0.2635.601式（労務費）×0.26その他

172.52計

100円以上は10円単位に
四捨五⼊170内訳計上複合単価

公共建築⼯事標準単価積算基準より
例１）EM-EEF2.0mm-3C（ころがし）＊撤去の労務歩掛りによる算出

備考⾦額単価所要量単位摘要・規格構成名称

110.8432,6000.0034⼈電⼯労務費

110.84×0.2628.821式（労務費）×0.26その他

139.66計

100円以上は10円単位に
四捨五⼊140内訳計上複合単価

③撤去の労務歩掛りを⽤いる「撤去（再使⽤しない）」の場合
（算出例）

・EM-EEF2.0mm-3C ころがし配線の再使⽤なしの撤去費を算出する。
・EM-EEF2.0mm-3C 管内配線の再使⽤なしの撤去費を算出する。
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撤去費⽤の算出例④

例２）ねじなし電線管E51 ＊撤去の労務歩掛りによる算出
備考⾦額単価所要量単位摘要・規格構成名称

0.024×2.0 = 0.0481,564.8032,6000.048⼈電⼯労務費

1,564.80×0.26406.851式（労務費）×0.26その他

1,971.65計

100円以上は10円単位に
四捨五⼊1,970内訳計上複合単価

公共建築⼯事標準単価積算基準より

例１）厚鋼電線管G70 ＊撤去の労務歩掛りによる算出
備考⾦額単価所要量単位摘要・規格構成名称

0.053×2.0 = 0.1063,455.6032,6000.106⼈電⼯労務費

3,455.60×0.26898.461式（労務費）×0.26その他

4,354.06計

100円以上は10円単位に
四捨五⼊4,350内訳計上複合単価

④撤去の労務歩掛りを⽤いる「取外し（再使⽤する）」の場合
（算出例）

・厚鋼電線管G70の再使⽤ありの撤去費を算出する。
・ねじなし電線管E51の再使⽤ありの撤去費を算出する。

撤去品を再使⽤する場合の撤去は、電⼯の歩掛りを2.0倍して⽤いる。
※配線⼯事や配管⼯事は2.0倍、照明器具は1.3倍、柱上取付け変圧器は1.6倍など設備ごとに倍数が異なるため、

注意書きは確認すること。

×2.0

×2.0
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７．共通費
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直接⼯事費

共通仮設費
【積上げ】⼜は
【〔直接⼯事費×共通仮設費率〕＋〔積上げ〕】

純⼯事費

現場管理費

⼯事原価

⼀般管理費等

⼯事価格

消費税等相当額
共通費

⼯事費

【⼯事原価×⼀般管理費等率】
(付加利益含む) 

【数量×単価】
（下請経費含む）

【材料価格】
【複合単価】
【市場単価】
【⾒積単価】

【積上げ】⼜は
【〔純⼯事費×現場管理費率〕＋〔積上げ〕】

⼯事費の構成と内容
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共通費の算定⽅法（共通仮設費）

公共建築⼯事共通費積算基準（令和７年改定）より

２ 共通仮設費の算定
（１）共通仮設費は、表－１の内容について、費⽤を積み上げにより算定するか、過去の実績等に

基づく直接⼯事費に対する⽐率（以下「共通仮設費率」という。）により算定する。
ただし、共通仮設費率を算定する場合の直接⼯事費には、処分費を含まないものとする。

（２）共通仮設費率は、別表－１から別表－７によるものとする。

直接⼯事費 ⼯期

公共建築⼯事積算基準等資料（令和７年改定）より

共通仮設費率の算定に⽤いるＴ（⼯期）は、⼊
札公告等に⽰された開札予定⽇から⼯期末まで
の⽇数を元に、開札から契約までを考慮し7 ⽇
を減じた⽇数を30 ⽇／⽉にて除す。その値は
⼩数点以下第２位を四捨五⼊して１位⽌めとす
る。

共通仮設費 ＝ 直接工事費×共通仮設費率
（円未満切捨て）

※新営⼯事と改修⼯事で、共通仮設費率の算定式が異なる。

公共建築⼯事共通費積算基準より
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共通費の算定⽅法（現場管理費）

公共建築⼯事共通費積算基準（令和７年改定）より

３ 現場管理費の算定
（１）現場管理費は、表－２の内容について、費⽤を積み上げにより算定するか、過去の実績等

に基づく純⼯事費に対する⽐率（以下「現場管理費率」という。）により算定する。
ただし、現場管理費率を算定する場合の純⼯事費には、処分費を含まないものとする。

（２）現場管理費率は、別表－８から別表－１４によるものとする。

純⼯事費 ⼯期

公共建築⼯事積算基準等資料（令和７年改定）より

現場管理費率の算定に⽤いるＴ（⼯期）は、⼊
札公告等に⽰された開札予定⽇から⼯期末まで
の⽇数を元に、開札から契約までを考慮し7 ⽇
を減じた⽇数を30 ⽇／⽉にて除す。その値は
⼩数点以下第２位を四捨五⼊して１位⽌めとす
る。

現場管理費 ＝ 純工事費×現場管理費率
（円未満切捨て）

※新営⼯事と改修⼯事で、現場管理費率の算定式が異なる。

公共建築⼯事共通費積算基準より
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共通費の算定⽅法（⼀般管理費等）

公共建築⼯事共通費積算基準（令和７年改定）より

４ ⼀般管理費等の算定
（１）⼀般管理費等は、表－３及び表－４の内容について、⼯事原価に対する⽐率により算定する。

なお、契約保証費については、必要に応じて別途加算する。
（２）⼀般管理費等率は、別表－１５から別表－１７による。

⼯事原価

公共建築⼯事積算基準等資料（令和７年改定）より

共通費基準４（１）による契約保証費について
は、⼯事原価に表４－１による契約保証率を乗
じ算出した⾦額を⼀般管理費等に加算する。

一般管理費等 ＝ 工事原価×（一般管理費等率＋契約保証費率）
（円未満切捨て及び調整が必要）

※工事価格が有効上位4桁、1,000万円未満は1万円単位に調整

※⼀般管理費等率の算定は、新営⼯事と改修⼯事の区別がない。
また、処分費を含めて算定する。

公共建築⼯事共通費積算基準より


